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学校における教育活動やその成果を計画的・組織的に評価するためには，適切な評価指標とそ

のデータの蓄積が必要である。これまでこの種の取組への関心や実績が不足しているという認識

のもとに，小論ではそのための「教育成果データ・ベース」の柵築方法とその活用例を提案した。

まず、データ・ベースの内容としては複数年にわたって追跡可能な学力に関する記録，学校生活

やＨ常生活に関する調査結果があり，またその管理・運用には資料の重要性に鑑み注意が必要で

あることを述べた。そして，具体的な利用例として，子ども個人のデータの推移への注目、学年

単位での追跡，さらには地方自治体内の全小中学校での取組についての評価例について，仮想例

をもとに説明を行った。
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１はじめに

小論の'二|的は，児童生徒の教育成果等に関わる

データを複数年にわたって蓄積する方法を提案し，

さらにその活用例の紹介を行うことである。近年，

学校評価（平成19年改正学校教育法）に代表され

るように，学校における教育活動やその成果を計

画的・組織的に評価することへの社会的な要求が

高まっている。評価のためには適切な評価指標と

そのデータが必要であるが，現在，それらは質壁

ともに十分なレベルにあるとは言えない。またこ

うした実情は，児童生徒の的確な実態把握とそれ

に基づく適切な教育実践計画の立案を妨げる原因

の一つにもなるであろう。

特に、学年や学校単位の集計値（平均値など）

以外に，個々の児童生徒に関するデータについて，

現状は必ずしも計画的・組織的・長期的に収集さ

れ，有効に活用されている状態とは言えない。こ

うした問題意識のもとに，以下，そのためのデー

タ・ベース（｢教育成果データ・ベース｣）の構築

方法とその活用例を提案する。

２教育成果のデータ・ベース構築

(1)児童生徒の記録と指導の継続性

学校教育法施行規則では，児童生徒に関する教

育成果等は指導要録の中の「指導に関する記録」

に記録されることになっている。しかし，これは

総括的評価の結果が1-|』心であり．必ずしも照童牛

徒の学力検査結果や調査の回答などの一次的資料

が記録されているとは限らない。田中（2008）は．

アメリカやイギリスの例もあげながら．指導要録

については現在の指導を踏まえて次に続く指導を

どうするのかという指導の継続性の保障という観

点から．今後議論が必要であるとしている。

前年度以前の成績については，例えば個人内評

価に基づく学業不振のアセスメントに必要なデー

タの一部となる。すなわち，過去の成績に比して
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現在の成績が一定水準以ドであれば学業不振児と

考え，何らかの支援を行うというやり方である。

これは，日本l玉l内でもかなり以前から文献に見ら

れる事項である（例：大西，1969）が，実際に教

育実践の場で組織的に採用され，用いられている

とは言えない。したがって，ここでも指導の継続

性か十分に保障されているとは言えない実態の一

部を垣間見ることができる。

なお，学校における長期間の縦断的なデータ収

集の例がない訳ではない。岡111大学教育学部．学

力一行動・性格の追跡的研究委員会（1982）は，

附属幼稚園，｜司小学校．同中学校に在籍する子ど

もについて，１２年間分の学力や行動・性格の記録

等を追跡調査している。しかし．これは例えば知

能と学力の関係を検討するなど研究を目的として

おり，教育実践に直接利用したものではない。

(2)児童生徒の教育成果等の記録の現状

学力検査結果については，ＯＥＣＤによる学習

到達度調査（PISA）や，2007年から2009年まで，

小学校６年生と中学校３年生を対象に悉皆で実施

された全国学ノル学習状況調査を契機として，標

準学力検査を定期的に実施する学校が増えている

のではないだろうか。例えばBenesse教育開発

研究センター（2009）によると，同センターの調

査に回答した全国の国公私立中学校の69.3％が市

販の標準学力検査を実施している。１{碓な統計は

入手できていないが，小学校も合わせると相当数

の学校が実施していると予想される。事実，全国

学力・学習状況調査が本年2010年度に抽出調杏に

なったときに，多くの日治体が白己負担で実施し

たのは，まさにこうした学力調査の必要性を認め

る傾向が強まっていることを示唆している。

学力に関して，従来，中学校では高校進学など

の進路指導のために，学校内の定期考査や学校内

外の実力テスト結果を記録して活用している。

1990年代初め，一部に不適切な使用があったとし

て全国的に'|'学校か業者による実力テストを排除

する動きもあった。しかし，実際の指導には何ら

かの資料が必要不可欠であり，’'１学校ではさまざ

ま工夫が続けられていると予想される。

一方，小学校についてはこうした記録が組織的・

計画的に蓄積されているという事例はほとんど見

られない．標準学力検査の成績一覧表が紙媒体ま

たは電子ファイルで学校に残っていたとしても，

それがすぐに子ども個人の指導や，学年あるいは

学校全体の指導の改善，特に継続性を生かした取

組に活用できる状態で蓄積されていないためと予

想される。

学校適応に関する調査については．小中学校と

も児童生徒の実態把握のために学校独自のものや

市販の調査を実施している学校が多いと予想され

る。これの集計も学校独自の調査であれば，例え

記名式であっても項目ごとの学級の平均値の算出

で終わっていることが多いのではないだろうか二

また市販の調査等で詳細な調査結果が得られた

としても，一旦クラス替えがあると，新しいクラ

スで個人データの組み換えが行われないならば，

年度をまたいだ複数年にわたる変化を追跡するの

は難しい。

このように，学力と適応状態のどちらについて

も，一部の例外を除けば過去の学力検査結果や回

答が適切に保存され，個々の児童生徒レベルでの

指導の継続性に有効に活かされているとは言えな

い状況である。さらに，学校全体での取組や日治

体レベルでの教育施策に関して，特定の目的のた

めに新たにデータを収集するのではなく，蓄積さ

れたデータをもとにエビデンスにもとづく決定や

評価が行われている例はほとんど見当たらない。

(3)データ・ベース構築の目的

ここで提案する「教育成果データ・ベース」の

使用目的は，少なくとも５つある。まず第１は教

育に関して，個々の児童生徒の学力やその他の指

標の変化を調べ，現段階で必要な支援を的確に行

うことである。器児童碓徒の教育ニーズを知る上

で，貴重な資料を得ることができる。

第２の目的は，学年の特徴を共通理解すること

である。「この学年は入学した時から…」といっ

た具合に，学年ごとに学力や行動傾向等に特徴が

あることが多いが，その傾向を共に確認するとと

もに，それに合わせた指導体制や指導方法を工夫

できる。

第３の'二I的は，学校や学年での取組の成果を確

認することである｡例えば、それまでの３学期制

を前期・後期という２学期制に変えた場合，児童

生徒の学力等にどのような影響があるのかを検討

することができる。

第４の目的は，適切な支援・指導方法の検討の

ための資料収集である患,例えば，宿題や家庭学習

に関する調査結果を記録していた場合，学力テス

トとの関係が見られるのであれば，そこに次に取

るべき指導のポイントを見出すことができる。

最後に第５の目的として，自治体全体でデータ・

ベースを榊築した場合．上述の鋪３および第４の

目的に関して，白治体全体での傾向と各学校の実

態を把栂し．必要な教育政策を講じることである⑲

効果的な財政支出が求められる現状では，必要不
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''J欠な資料になると予想される。

(4)「教育成果データ・ベース」の構成

ここで提案するデータ‘ベースは，‘γ:校叩.位で

作成しかつ管理運用するとともに，’'1治体全体で

も利川できるものを想定している。

まず，学年が進んでも個人が特定できるように，

個人瀞号を設定する必要がある。例えば，ちょう

ど、大学等で用いている学籍播号と|､1じょうに，

入学年度（平成22年の“22.,あるいはIjtj勝2010年

の．‘10,'）に続けて．２桁の学校稀り．，そして２

～３桁の個人ごとの連続番号を50門･叩でつけると

いうやり方である。例として，1005038であれば，

2010年度小学校入学で学校が05稀．そしてその３８

冊I|の児竜生徒ということになる。この冊りは，

中学校卒業まで使用し，自治体内で1隊校しても．

そのまま同一のものとする。次に，性別僻号をつ

ける。

これらに続いて学年ごとにつける播号が続く。

学年（１桁）＋学級番号（１桁）＋その学級での

出席番け｡（２桁）が一般的であろう。この学年ご

との瀞け･は最終的に．小学１年から''１学３年まで

９つ1ｔぶことになる。この番号によって，例えば

｣ＨＭｉ小学５年生の児童について．小学２年ﾉ'１時の

クラスごとに出席番号で並べ枠えるといった作業

が１１．能となる。

以下に続くデータは，大きく２つのグループに

分けられる。まず，学力に関する記録で，例えば

標堆学力検査結果や．中学校では校内の定期テス

ト結果，校内実力テスト結果などである。継続的

なデータの蓄積と比較を行うためには．どのテス

ト給果を記録するかはよく検討する必喫がある。

なお，到達型のテストや偏差仙などがi￥られない

棟雌化されていないテストであれば，そのテスト

の金1K1,F均点や校内平均点を併せて肥緑しておく

方がよいだろう。

次に学校生活や日常の生活に関する側在を実施

しているのであれば，それを記録しておく必要が

ある。市販の検査類やあるいは学校独、に定期的

に災施している調査（アンケート）があるのであ

れば，指導に際して重要な資料となる。これも上

の学力関係のデータと同様に、イM1を記録するのか

をよく検討しておくことが必要である。「朝食を

郷Ⅱ食べている子どもは学力が高い」といった結

果などは，日常生活に関する調査JﾘmIIがあって初

めて１１｣能となる。

(5)「教育成果データ・ベース」の管理・運用

ここで提案するデータ・ベースは．児噛生徒に

閲する重要な資料であり，その管理・運用には十

分な注意を要する，まず，データ・ベースの設訓・

と構築，そしてＩバ行と合わせて，管理・連用規則

を定め，事故のないようにまた適正な運用が|､x'ら

れるようにする必要がある。これにもとづいて，

校務分掌上で狐､'１肝（データ・ベース管理者）を

決め．その業務内容を定めておく必要がある。こ

れは．年度によって符理・運用にバラつきが生じ

ることを防ぐことにもつながる。

データ入力に関しては，担当者にのみ負担が偏

らないように，標地学〃テスト等であれば契約段

階で業者に遜子ファイルでの出力を依頼したり，

あるいは校内の''1作アンケートであればマークシー

トのように機械での挑み取りが可能な方法を採川

したI)するなどの|:夫が巷えられる。また．比較

的簡単なアンケートであればクラスごとに担任が

入力し，データ・ベース管理者に渡す方法も可能

である。

データの閲覧と出力に関しては，上述の管理・

運用規則に則って行われることになるが，データ

のバックアップや，データ改鼠あるいはデータ漏

洩の防止に関して｜･分な注意が必要になることは

言うまでもない。また雌がどこまでデータの閲覧

や加工がu｣能なのかといったアクセス権に関して，

パスワードの符fll1等も爪要である。

３「教育成果データ・ベース」の利用例

本論で提案するデータ・ベースを用いた場合、

どのような利用法があるのかを例示する。利用の

利点がわかるように給果を図で示すが，そのもと

になるデータはデータ・ベースに基づくものであ

る。なお．以ﾄﾞに示す例はすべて仮想データにも

とづくものである。

(1)例１：異なる調査項目間の関連の検討

例えば，「朝食を食べているか」という項Ｈへ

の回答結果は，皿常のアンケートでも食べている

者と食べていない荷の人数や割合を結果で示すこ

とができる。さらに，今In1のようなデータ・ベー

スがあれば，２つの捌慌１Ｉ項間の関連を容易に集

計することができる。Ⅸ１１に朝食を食べているか

どうかとテスト結果の関係を例示した。さらに，

前年度から今年晩にかけて新たに朝食を食べるよ

うになった~ｒどもが，どのようなテスト結果の変

化を示すのかということを調べることもできる。

このように，Ⅱ的に合わせたさまざまな検討が可

能になる。
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(4)例４：学年推移による学力に影響する要因の

検討

ここで提案されているようなデータ・ベースが

あると，学力を規定する要因をより詳細に検討す

ることができる。多変量統計解析という統計手法

を用いると，図５のような分析が可能である。矢

印の太さは，その影響ﾉJの大きさを表しているに：

この例からは，次のようなことがわかる。①前学

年の学力の影響が大きい，②「学校が楽しい」の

影響力が小６では見られないが，巾１で出ている，

③「家庭学習」の影響力が小６より'''１で強くなっ

ている，

－←現3年生

-←前年度卒業生

ヨト前々年度卒業生

中１中２中３

図３例：学年ごとの不登校生徒数の推移

朝食あり朝食なし

図１例：朝食の摂食と国語の得点の関係
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(3)例３：特定学年の得点推移の追跡

学年による特徴として，例えば「この学年の子

は入学したときから…」といった言葉を学校関係

者から耳にすることがある。この場合は，データ

ベースをもとに集計結果を示した図３のように，

特定学年の特徴や傾向を図示して検討することが

できる。

さらに，学習時間のような一定の基準（小３で

は30分，小４では40分など）を用いて．児童をそ

れぞれの学年時に「家庭学習の稗‘償あり」群と

｢家庭学智の習慣なし」群に分けたとする。そし

て，各学年での２つの群の学力の平均値を，図４

のように示すこともできる。この例では，小３段

階ですでに家庭学習の習慣による得点差か生じて

おり，小６で相当の学力の開きが生じていること

がわかる。

(2)例２：個人の得点推移の追跡

図２は，児童Ａの算数の得点の推移を示したも

のである。標準化されていないテストであれば，

図のようにそのときの学年の平均を一つの目安と

すればよいこ,全国学力状況調査のように全国の平

均値が得られる場合は，それを利用することがで

きる。このようにすれば，個々の児童生徒の学力

やその他の指標の経年変化を調べ，現段階で必要

な支援を的確に行うことができる。また，特別支

援教育に限らず，現在実施している支援（例：指

導補助貝による一斉授業'１１の個別指導）の教育効

果の確認などにも利用できる。

口家庭学習の
習慣あり

■家庭学習の
習慣なし
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図４例：各学年での家庭学習習慣の有無による

算数の得点の違い
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図２例：児童Ａの算数の得点の推移
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回－し

図５例：小６と中１の学力の規定要因の分析

(矢印の太き俵影響力の強さ．×は影審力が漣められ

ないことを表す）

0.10

0．１５

４今後の取組について

上で述べたものは，あくまでも想定される利用

例の一部に過ぎない。これまで捉案してきたよう

なデータベースが構築されるならば，学校の教育

活動や児童生徒の実態の把捉と，爽雌''１および実

践後の成果や課題の把撮に際しては．さらに多く

の利用例があると考えられる。

今後は，まず試行版の作成及び拭験的巡川によっ

てデータベースの構築を開始し改沖を柚み爪ねる

こと，また実際の利lLH例を番積してｲl川性につい

ての教職員の理解を深めること，そしてそれを有

効に活用できるような教職ｕ内の人材を養成する

こと等が今度の課題であろう。

ありなし

中学校ブロック内での小中一貫教育の取組

図６例：学級満足度と学力テストの相関係数

(各点は１つの中学校ブロックを炎す。ffIlI学校ブロッ

ク内の小３～中３の児敢生徒のデータを使川｡）

(5)例５：小中一貫教育への取組の違い

学校単位ではなくl‘1治体令体での活用例として，

ある取組の実施の有無による学校間の差異を調べ

る場合を考えてみる。例えば，その''１治体内で小

中一貫教育の取組を始めた場合を想定すると．ま

ず取組の有無や進捗の程度の違いによって学校生

活や学ﾉJがどのように異なるのかを調べることが

できる。すなわち．小Ili-1l1教育を推進している

学校とそうでない学校の学力テストや適応状態を

調べるi淵企などの平均ｲ1ﾄ点の連いを比べればよい

ことになる。

さらに，そうした取組のｲ『雌によって．学校生

活の質に迎いが唯じているかもしれない。図６は，

小中一ｒｌ教育の取糾を'1N始した''１治体の''１で．取

組を行なっている中学校ブロックとまだ取組を開

始していない中学校ブロックで．学級満足度と学

ﾉJテストの関係が異なるのかどうかを検討したも

のである。ここでは，「取組あり」の中学校ブロッ

クの方が，‘‘子どもの学級満足度が高いほど学力

が高い．'傾向にあることを示している。これは例

えば，小中一貫教育の「取組あり」の中学校ブロッ

クで，学刊のルールやきまり（発言，聞き方，ノー

トの取り方など）を小中学校でそろえたり．発達

段階に合わせて一lPI〔性をもたせたりする努力を行っ

ていると仮定する。すると，学力の定着に影響す

るそれらの要lﾉjはIIjl税庇になるため，あとは学級

内の人間関係による学級への満足度が大きく影響

しやすくなるためと解釈できる。「取組なし」の

場合は．学習のルールやきまりが中学校ブロック

内の学校lHj・学年|H1でバラつきがあり，それも学

力の定茄に影響する典|Alの一つになる。「取組あ

り」の''１学校ブロックでは，次は学級満足度を高

めるＴ夫が取組の雌点となるであろう。
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